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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．第10期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．第11期中以降の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載し

ておりません。 

４．第12期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

回次 第10期中 第11期中 第12期中 第10期 第11期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（百万円） － 6,826 9,332 10,609 14,826 

経常利益（百万円） － 776 1,101 1,198 1,837 

中間（当期）純利益（百万円） － 420 564 681 1,048 

純資産額（百万円） － 3,068 3,984 2,980 3,475 

総資産額（百万円） － 4,933 7,257 4,870 5,748 

１株当たり純資産額（円） － 27,715.57 34,492.17 26,919.57 31,390.08 

１株当たり中間（当期）純利益

金額（円） 
－ 3,795.99 5,102.10 6,555.65 9,470.50 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額（円） 
－ － － 6,508.71 － 

自己資本比率（％） － 62.2 52.6 61.2 60.5 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
－ 368 △129 885 1,200 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
－ △562 590 △794 △648 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
－ △357 124 1,185 △578 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（百万円） 
－ 1,630 2,740 2,182 2,155 

従業員数（人） 

（外、平均臨時雇用者数） 

－ 

(－) 

313 

(105) 

479 

(102) 

253 

(104) 

324 

(96) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．持分法を適用した場合の投資利益は、第10期中については関連会社が存在しないため、また、第10期以降に

ついては連結財務諸表を作成しているため、記載しておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額は、第11期中以降については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

 ４．当社は平成17年３月17日付で、株式１株につき10株の分割を行なっております。なお、第10期の１株当たり

当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、株式分割が期首に行なわれたものとして計算

しております。 

 ５．第10期より連結財務諸表を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッ

シュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金同等物の期末残高は記載しておりません。 

回次 第10期中 第11期中 第12期中 第10期 第11期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（百万円） 4,801 6,811 8,766 10,607 14,801 

経常利益（百万円） 519 847 1,121 1,227 1,897 

中間（当期）純利益（百万円） 302 491 654 710 1,108 

持分法を適用した場合の投資利

益（百万円） 
－ － － － － 

資本金（百万円） 751 751 751 751 751 

発行済株式総数（株） 11,073 110,730 110,730 110,730 110,730 

純資産額（百万円） 2,601 3,169 3,928 3,010 3,495 

総資産額（百万円） 4,233 5,008 6,265 4,889 5,767 

１株当たり純資産額（円） 234,962.44 28,626.04 35,477.65 27,183.68 31,571.06 

１株当たり中間（当期）純利益

金額（円） 
31,109.93 4,442.36 5,906.59 6,836.88 10,011.48 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額（円） 
30,640.62 － － 6,787.93 － 

１株当たり配当額（円） － 2,000 3,000 3,000 4,000 

自己資本比率（％） 61.5 63.3 62.7 61.6 60.6 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
347 － － － － 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
△75 － － － － 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
1,324 － － － － 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（百万円） 
2,502 － － － － 

従業員数（人） 

（外、平均臨時雇用者数） 

235 

(103) 

310 

(104) 

391 

(65) 

252 

(103) 

324 

(95) 



２【事業の内容】 

   当社グループは、当社および連結子会社２社により構成されており、広告事業、中古遊技機売買仲介事業、その他

事業を展開しております。なお、当中間連結会計期間において㈱バリュー・クエストの株式を追加取得（連結子会社

化）したことにより、新たに事業の種類別セグメント情報を記載しております。 

(1)広告事業 

 当社において、パチンコホールに特化した折込広告、販促物、媒体等の企画制作を行っております。品目別の内

容は以下のとおりであります。 

(2)中古遊技機売買仲介事業 

 連結子会社㈱バリュー・クエストにおいて、ウェブサイト（VQnet.com）上で、中古パチンコ機、パチスロ機の売

買情報の提供及び売買仲介を行っております。 

(3)その他事業 

 連結子会社㈱ランドサポートにおいて、パチンコホールに特化した不動産の賃貸、仲介等を行っております。 

３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、株式の追加取得により、以下の会社が提出会社の持分法適用関連会社から連結子会

社に変更となりました。 

（注）主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

品目 内容 

折込広告  新聞折込広告の企画制作 

販促物   ダイレクトメール、店舗内外装飾用ポスター・ＰＯＰ等の印刷物、ノベルティー等の企画制作 

媒体   テレビ、ラジオ、新聞及び雑誌等のマスメディアを利用した広告の企画制作 

その他   店舗イベントの企画運営、プロモーション映像等の企画制作 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業内容 
議決権の所有割合又は
被所有割合（％） 

関係内容 

（連結子会社）           

㈱バリュー・クエスト 東京都新宿区  203 
中古遊技機売買

仲介事業  
60.0 

役員の兼任があり

ます。 



４【従業員の状況】 

(1)連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材派遣会社からの派遣社員を含みます。）

は、当中間連結会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。 

(2)提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材派遣会社からの派遣社員を含みます。）

は、当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．従業員数が前期末に比し、67名増加しましたのは、主として業容拡大に伴う期中採用によるものでありま

す。 

(3)労働組合の状況 

   労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であり、特記すべき事項はありません。 

  平成18年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

広告事業 382（65） 

中古遊技機売買仲介事業  88（37） 

その他事業  －（－） 

全社（共通） 9（－） 

合計 479（102） 

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 391（65） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

当中間連結会計期間における日本経済は、企業業績の改善により設備投資が増加するとともに、個人消費も堅調

に推移しており、景気は順調な回復を見せてまいりました。 

 当社グループの主要顧客であるパチンコホール業界では、ユーザー数の減少に伴い企業間の競争が激化してお

り、中小ホール企業を中心とした廃業・淘汰がすすんでおります。また遊技機の規則改正に伴う遊技機入替費用の

増加や、ヘビーユーザーの客離れが懸念されており業界の先行きに不透明感が漂っております。 

 このような環境下で、当社グループは、引き続き中核事業である広告事業における更なるシェア拡大に取り組む

一方で、広告事業の将来的な成長の鈍化に備え、事業領域を早期に拡大していく目的で、中古遊技機売買仲介事業

のリーディングカンパニーとして今後の成長が見込まれる、㈱バリュー・クエスト（以下、ＶＱ社）の株式を追加

取得（子会社化）し、グループの持続的成長に向け積極的な事業活動を展開してまいりました。 

 その結果、当中間連結会計期間の売上高は9,332百万円（対前年同期比36.7％増）、経常利益は1,101百万円（同

41.9％増）、中間純利益は564百万円（同34.3％増）となりました。 

 なお、事業の種類別セグメントの業績は以下のとおりであります。 

 

①広告事業 

 当中間連結会計期間においては、有力パチンコホール企業のグランドオープン（※１）や大規模なリニューアル

オープン（※２）に伴う広告需要や、「ＣＲスーパー海物語」、「北斗の拳ＳＥ」を中心とする新台入替（※３）

告知の広告需要は堅調に推移したものの、業績不振や遊技機入替コストの負担増加等の影響を受け、一部のクライ

アントにおける閉店や広告費抑制の傾向も見え始めております。 

 こうした環境下で、広告事業においては、本年４月の神戸営業所の新設、旧姫路営業所の岡山移転を行い、同営

業エリアにおける優良顧客開拓を強化し、また既設営業所においても、大口優良顧客の新規開拓および既存大口顧

客との取引拡大を推進し受注が増加したことから、当中間連結会計期間の売上高は8,766百万円、営業利益は1,313

百万円となりました。 

 

※１グランドオープン   ：パチンコホールの新規店舗開店であります。 

※２リニューアルオープン ：パチンコホール店舗の内外装を大幅に改装した開店であります。 

※３新台入替       ：パチンコホール店舗に設置された遊技機（パチンコ機、パチスロ機）を撤去し、  

               新規に購入した遊技機を設置することであります。 

 

②中古遊技機売買仲介事業 

 当中間連結会計期間においては、「ＣＲぱちんこ冬のソナタ」等の人気機種の取引や、パチスロ４．７号機入替

に伴う撤去台取引増加等により、取扱台数は概ね堅調に推移したものの、遊技機の規則改正に伴う旧基準パチスロ

機の短命化により、平均取引単価は下落傾向となりました。 

 このような環境下で、ＶＱ社は「中立・公正・健全な中古遊技機マーケットを創出する」という理念の下、社内

業務フローの改善、アウトバウンドによる営業、ホールへの訪問営業等、従来の待受型営業スタイルから能動的営

業スタイルへの転換に向けて積極的に取り組んでまいりました。なお、当中間連結会計期間の成約台数は85千台と

なり、売上高は566百万円、営業利益はのれんの償却額を63百万円計上したことにより５百万円となりました。 

 

③その他事業 

 当中間連結会計期間においては、大手ホールの新規出店支援の目的で設立し、本年３月に宅地建物取引業免許を

取得した㈱ランドサポートが当期初より営業を開始しましたが、その後の業界環境の悪化に伴い、一部の大手ホー

ル企業において、これまでの積極出店の傾向から出店ペースの抑制へと転じた影響もあり成約が遅れております。

なお、当中間連結会計期間は、売上高－百万円、営業損失24百万円となりました。 

（注）当中間連結会計期間より、新たに事業の種類別セグメントを作成しているため、前年同期との比較は行って

  おりません。 



(2)キャッシュ・フロー 

   営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益1,034百万円を計上する一方で、売上高の増加に

伴う売上債権の増加△420百万円及び下請法への対応に伴う支払サイトの短縮により、仕入債務の減少△249百万円

があったこと、並びに前期決算に係る法人税等の確定納付が△543百万円発生したこと等により、△129百万円の支

出（前年同期は368百万円の収入）となりました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、㈱バリュー・クエストの株式取得による子会社化により、連結範囲の変

更を伴う株式取得による収入839百万円が発生したこと等により、590百万円の収入（前年同期は△562百万円の支

出）となりました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、一時的な運転資金の調達で短期借入による収入600百万円が発生する一

方、長短借入金の返済△254百万円及び前期決算に係る期末配当金の支払△221百万円、があったことにより124百万

円の収入（前年同期は△357百万円の支出）となりました。 

 これらの結果、現金及び現金同等物は当中間連結会計期間において585百万円増加し、2,740百万円となりまし

た。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1)生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．生産実績は、広告事業における販促物製作拠点である「コストコントロールセンター」の製作実績を記載し

ており、金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．当中間連結会計期間より、新たに事業の種類別セグメントを作成しているため、前年同期との比較は行って

おりません。 

(2)受注状況 

 当社グループの広告物は、受注から納品までの期間が極めて短いため、記載を省略しております。 

(3)販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．当中間連結会計期間より、新たに事業の種類別セグメントを作成しているため、前年同期との比較は行って

おりません。 

３【対処すべき課題】 

   当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

   当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

   該当事項はありません。 

事業の種類別セグメント 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

（百万円） 

前年同期比（％） 

広告事業（販促物） 733 － 

合計 733 － 

事業の種類別セグメント 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

（百万円） 

前年同期比（％） 

広告事業   

  折込広告 5,857 － 

  販促物 2,172 － 

  媒体 409 － 

  その他 326 － 

広告事業計 8,766 － 

中古遊技機売買仲介事業 566 － 

その他事業 － － 

合計 9,332 － 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、新規連結により以下の設備が追加されております。 

 （注）１．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

２．従業員数の（）内には、臨時従業員数を外数で記載しております。 

３．本社事務所を賃借しており、年間賃借料は73百万円であります。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

（１）重要な設備の新設等 

当中間連結会計期間において、新規連結により追加された重要な設備計画は次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

（２）重要な設備の除却 

当中間連結会計期間において、新規連結により追加された重要な除却計画は次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業員数 
（人） 建物及び 

構築物 
器具及び備品 ソフトウェア 合計 

㈱バリュー・クエスト 

本社 

（東京都 

 新宿区） 

中古遊技機売

買仲介事業 
事務所設備 17 15 57 90 

88 

(37)

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

投資予定金額 
資金調達
方法 

着手及び完了予定年月 
完了後の
増加能力 総額 

（百万円）
既支払額 
（百万円）

着手 完了 

㈱バリュー・クエスト 

 本社 

東京都 

新宿区 

中古遊技機売

買仲介事業  
新基幹システム 183 89 自己資金 平成18年１月 平成18年12月 30％増加 

会社名 
事業所名 

所在地 
事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 
予定減少額
（百万円） 

除却等の 
予定年月 

除却等による減少能力 

㈱バリュー・クエスト 

 本社 

東京都 

新宿区 

中古遊技機売

買仲介事業  
旧基幹システム 26 平成18年12月

基幹システム刷新のため、減少能力はあり

ません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

     該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 357,000 

計 357,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年11月30日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 110,730 110,730 ジャスダック証券取引所 

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当社にお

ける標準となる株式 

計 110,730 110,730 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増減
額（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成18年４月１日～ 

平成18年９月30日  
－ 110,730 － 751 － 1,063 



(4）【大株主の状況】 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

     該当事項はありません。 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

山本 正卓 東京都渋谷区 40,849 36.89 

有限会社悠クリエイト 東京都八王子市南陽台２－１３－１ 10,000 9.03 

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１－８－１１ 5,871 5.30 

ビーエヌピーパリバセキュリティーズ

サービスロンドンジャスデックユーケ

ーレジィデンツ 

（常任代理人香港上海銀行東京支店） 

英国 ロンドン 

（東京都中央区日本橋３－１１－１） 
3,100 2.80 

ゲンダイエージェンシー従業員持株会 
東京都新宿区西新宿３－２０－２ 

東京オペラシティビル２９Ｆ 
2,723 2.46 

エイチエスビーシーバンクピーエルシ

ークライアンツノンタックストリーテ

ィ 

（常任代理人香港上海銀行東京支店） 

英国 ロンドン 

（東京都中央区日本橋３－１１－１） 
2,375 2.14 

田中 善司 東京都町田市 2,350 2.12 

日本マスタートラスト信託銀行株式会

社（信託口） 
東京都港区浜松町２－１１－３  1,839 1.66 

資産管理サービス信託銀行株式会社

（証券投資信託口） 

東京都中央区晴海１－８－１２ 

晴海アイランドトリトンスクエアオフ

ィスタワーＺ棟 

1,786 1.61 

完山 敏錫 愛知県名古屋市 1,600 1.44 

計 － 72,493 65.47 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 110,730 110,730 
権利内容に何ら限定のない当社に

おける標準となる株式 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 110,730 － － 

総株主の議決権 － 110,730 － 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 515,000 455,000 411,000 418,000 367,000 379,000 

最低（円） 380,000 360,000 305,000 293,000 340,000 333,000 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

  なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

(3）当社の中間連結財務諸表及び中間財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額は、従来、千円単位で記載して

おりましたが、当中間連結会計期間及び当中間会計期間より百万円単位で記載することに変更しました。なお、比

較を容易にするため、前中間連結会計期間及び前中間会計期間についても百万円単位に組替え表示しております。

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30

日まで）及び前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表については、中央青

山監査法人より中間監査を受け、また、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中

間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表についてはみ

すず監査法人により中間監査を受けております。なお、中央青山監査法人は、平成18年９月１日付をもって名称を

みすず監査法人に変更しております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産                     

1．現金及び預金 ※１   1,634     2,748     2,162   

2．受取手形及び売掛金 ※２   1,714     2,440     1,997   

3．たな卸資産     14     8     10   

4．繰延税金資産     28     39     43   

5．その他     55     64     39   

貸倒引当金     △10     △22     △21   

流動資産合計     3,436 69.7   5,279 72.7   4,232 73.6 

Ⅱ 固定資産                     

(1)有形固定資産                     

1．建物及び構築物   35     67     45     

減価償却累計額   4 30   12 55   7 38   

2．機械装置及び運搬具   120     133     122     

減価償却累計額   49 71   66 67   60 61   

3．器具及び備品   358     380     356     

減価償却累計額   168 190   222 157   194 162   

 有形固定資産合計     291 5.9   280 3.9   261 4.5 

(2)無形固定資産                     

1．のれん     －     575     －   

2．ソフトウェア     58     121     63   

3．ソフトウェア仮勘定     －     106     －   

4．その他     －     0     －   

 無形固定資産合計     58 1.2   803 11.1   63 1.1 

(3)投資その他の資産                     

1．投資有価証券     502     127     508   

2．繰延税金資産     16     21     26   

3．長期性預金     500     500     500   

4．差入敷金・保証金     122     231     153   

5．その他     37     19     10   

貸倒引当金     △32     △5     △7   

投資その他の資産 
合計 

    1,146 23.2   894 12.3   1,190 20.8 

固定資産合計     1,496 30.3   1,977 27.3   1,516 26.4 

資産合計     4,933 100.0   7,257 100.0   5,748 100.0 

          

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１．支払手形及び買掛金 ※１   1,328     1,222     1,466   

２．短期借入金     －     420     －   

３．1年内返済予定長期借
入金 

    －     47     －   

４．未払法人税等     366     477     543   

５．中古遊技機売買仲介顧
客預り金 

    －     711     －   

６．その他     169     348     263   

流動負債合計     1,864 37.8   3,226 44.5   2,272 39.5 

Ⅱ 固定負債                     

１．長期借入金     －     40     －   

２．その他     －     5     －   

固定負債合計     － －   45 0.6   － － 

    負債合計     1,864 37.8   3,272 45.1   2,272 39.5 

                      

（少数株主持分）                     

少数株主持分     － －   － －   － － 

                      

（資本の部）                     

Ⅰ 資本金     751 15.2   － －   751 13.1 

Ⅱ 資本剰余金     1,063 21.6   － －   1,063 18.5 

Ⅲ 利益剰余金     1,254 25.4   － －   1,661 28.9 

資本合計     3,068 62.2   － －   3,475 60.5 

負債、少数株主持分及び
資本合計 

    4,933 100.0   － －   5,748 100.0 

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     － －   751 10.3   － － 

２．資本剰余金     － －   1,063 14.7   － － 

３．利益剰余金     － －   2,004 27.6   － － 

    株主資本合計     － －   3,819 52.6   － － 

Ⅱ 少数株主持分     － －   165 2.3   － － 

    純資産合計     － －   3,984 54.9   － － 

    負債純資産合計     － －   7,257 100.0   － － 

          



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     6,826 100.0   9,332 100.0   14,826 100.0 

Ⅱ 売上原価     5,012 73.4   6,464 69.3   10,851 73.2 

売上総利益     1,814 26.6   2,868 30.7   3,975 26.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   1,026 15.0   1,766 18.9   2,130 14.4 

営業利益     787 11.5   1,101 11.8   1,845 12.4 

Ⅳ 営業外収益                     

1．受取利息   2     2     5     

2．受取配当金   0     0     0     

3．その他   1 4 0.1 2 4 0.1 1 7 0.1 

Ⅴ 営業外費用                     

1．支払利息   0     3     0     

2．持分法による投資損失   12     －     10     

3．原状回復費用   3     1     3     

4．その他   0 16 0.2 0 4 0.1 0 15 0.1 

経常利益     776 11.4   1,101 11.8   1,837 12.4 

Ⅵ 特別利益                     

1．保険解約返戻金   －     4     －     

2．償却債権取立益   －     2     －     

3．固定資産売却益 ※２ － － － 0 7 0.1 － － － 

Ⅶ 特別損失                     

1．固定資産除却損 ※３ 5     1     6     

2．投資有価証券評価損   －     －     30     

3．固定資産売却損 ※４ －     0     －     

4．連結子会社役員退職金   －     24     －     

5．連結子会社本社移転 
費用 

  － 5 0.1 48 75 0.8 － 37 0.3 

税金等調整前中間 
（当期）純利益 

    770 11.3   1,034 11.1   1,799 12.1 

法人税、住民税及び 
事業税 

  348     456     774     

法人税等調整額   1 350 5.1 13 469 5.0 △23 750 5.0 

少数株主利益（△損
失） 

    － －   △0 △0.0   － － 

中間（当期）純利益     420 6.2   564 6.1   1,048 7.1 

          



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

    中間連結剰余金計算書 

    中間連結株主資本等変動計算書 

     当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）           

Ⅰ 資本剰余金期首残高     1,063   1,063 

Ⅱ 資本剰余金中間期末 
（期末）残高 

    1,063   1,063 

            

（利益剰余金の部）           

Ⅰ 利益剰余金期首残高     1,166   1,166 

Ⅱ 利益剰余金増加高           

 中間（当期）純利益   420 420 1,048 1,048 

Ⅲ 利益剰余金減少高           

 配当金   332 332 553 553 

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
（期末）残高 

    1,254   1,661 

      

  

株主資本 
少数株主 

持分 
純資産合計 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 
株主資本 

合計 

 平成18年３月31日 残高 

           （百万円）
751 1,063 1,661 3,475 － 3,475 

 中間連結会計期間中の変動額        

  剰余金の配当   △221 △221  △221 

  中間純利益   564 564  564 

  株主資本以外の項目の中間連結

  会計期間中の変動額（純額） 
    165 165 

 中間会計期間中の変動額合計 

           （百万円）
－ － 343 343 165 509 

 平成18年９月30日   （百万円） 751 1,063 2,004 3,819 165 3,984 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         

税金等調整前中間（当期）純利益   770 1,034 1,799 

減価償却費   63 72 133 

のれんの償却額   － 63 － 

貸倒引当金の増加額（△減少額）   17 △1 4 

受取利息及び受取配当金   △2 △2 △5 

支払利息   0 3 0 

持分法による投資損失   12 － 10 

固定資産除却損   5 1 6 

連結子会社本社移転費用   － 27 － 

売上債権の減少額（△増加額）   △188 △420 △444 

たな卸資産の減少額（△増加額）   3 1 6 

仕入債務の増加額（△減少額）   120 △249 258 

中古遊技機売買仲介顧客預り金の増加
額（△減少額） 

  － △134 － 

その他   △69 17 51 

小計   733 414 1,822 

利息及び配当金の受取額   2 2 5 

利息の支払額   △0 △2 △0 

法人税等の支払額   △368 △543 △627 

営業活動によるキャッシュ・フロー   368 △129 1,200 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

有形固定資産の取得による支出   △88 △105 △111 

有形固定資産の売却による収入   － 18 6 

無形固定資産の取得による支出   △25 △126 △27 

投資有価証券の取得による支出   △440 △18 △475 

敷金・保証金の預入による支出   △16 △36 △47 

敷金・保証金の返還による収入   8 19 8 

連結範囲の変更を伴う子会社株式取得
による収入 

  － 839 － 

その他   0 △0 △3 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △562 590 △648 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

短期借入れによる収入   － 600 － 

短期借入金の返済による支出   △25 △180 △25 

長期借入金の返済による支出   － △74 － 

配当金の支払額   △332 △221 △553 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △357 124 △578 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額（△減少
額） 

  △551 585 △26 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   2,182 2,155 2,182 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）
残高 

※ 1,630 2,740 2,155 

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数 １社 

連結子会社の名称 ㈱プラクト 

 なお、非連結子会社はありま

せん。 

連結子会社の数 ２社 

 連結子会社の名称 ㈱ランド

サポート、㈱バリュー・クエス

ト 

 ㈱バリュー・クエストは、当

中間連結会計期間において株式

を追加取得（子会社化）したた

め、連結の範囲に含めておりま

す。 

 なお、非連結子会社はありま

せん。 

連結子会社の数 １社 

 連結子会社の名称 ㈱ランド

サポート 

 ㈱ランドサポートについて

は、当連結会計年度において新

たに設立したため、連結の範囲

に含めております。 

 なお、㈱プラクトについて

は、平成18年3月27日付で提出会

社と合併したため、連結の範囲

から除いております。 

２．持分法の適用に関する事

項 

持分法適用の関連会社数 １社 

関連会社の名称 ㈱バリュー・

クエスト 

 ㈱バリュー・クエストは、当中

間連結会計期間において株式を取

得し、関連会社となったため、持

分法を適用しております。 

 なお、持分法を適用していない

関連会社はありません。 

持分法適用の関連会社数 －社 

 ㈱バリュー・クエストは、当中

間連結会計期間において株式を追

加取得し、連結子会社となったた

め、持分法の範囲から除外してお

ります。 

 なお、持分法を適用していない

関連会社はありません。 

持分法適用の関連会社数 １社 

関連会社の名称 ㈱バリュー・

クエスト 

 ㈱バリュー・クエストは、当連

結会計年度において株式を取得

し、関連会社となったため、持分

法を適用しております。 

 なお、持分法を適用していない

関連会社はありません。 

３．連結子会社の中間決算日

（事業年度）等に関する

事項 

 連結子会社の中間決算日は、中

間連結決算日と一致しておりま

す。 

同左  連結子会社の決算日は、連結決

算日と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

      

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ 有価証券 

  (イ）その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

イ 有価証券 

  (イ）その他有価証券 

時価のないもの 

同左 

イ 有価証券 

 (イ）その他有価証券 

時価のないもの 

同左 

 ロ たな卸資産 

   (イ）仕掛品 

個別法による原価法 

ロ たな卸資産 

  (イ）商品 

移動平均法による原価法 

ロ たな卸資産 

 (イ）仕掛品 

個別法による原価法 

    (ロ）材 料 

最終仕入原価法 

  (ロ）仕掛品 

個別法による原価法 

 (ロ）材 料 

最終仕入原価法 

    (ハ）材 料 

最終仕入原価法 

 

            

（2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ 有形固定資産 

  当社及び連結子会社は定率法 

 を採用しております。 

  また、主要な耐用年数は以下 

 のとおりであります。 

   機械装置及び運搬具 

                  ２～10年  

   器具及び備品     ４～20年 

イ 有形固定資産 

      同左 

イ 有形固定資産 

      同左 

 ロ 無形固定資産 

  当社及び連結子会社は定額法 

 を採用しております。 

  自社利用ソフトウェアについ 

 ては社内における利用可能期間 

 (５年)に基づいております。 

ロ 無形固定資産 

      同左 

ロ 無形固定資産 

      同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（3）重要な引当金の計上基

準 

貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備え

るため、当社及び連結子会社は、

一般債権については貸倒実績率に

より、また貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。 

貸倒引当金 

同左 

貸倒引当金 

同左 

            

（4）重要なリース取引の処

理方法 

──────  連結子会社は、リース物件の所

有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借

取引に係る処理に準じた会計処理

方法によっております。 

──────  

            

（5）その他中間連結（連

結）財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結（連結）キャ

ッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

  手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

か月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

      同左       同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会平成14年８月９日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を

適用しております。これによる損益に与える

影響はありません。 

─────────     （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これによる損益に与える影響

はありません。 

─────────  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は、

3,819百万円であります。 

 なお、当中間連結会計期間における中間連

結貸借対照表の純資産の部については、中間

連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の中

間連結財務諸表規則により作成しておりま

す。 

─────────     

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

※１．担保提供資産及び担保付債務 ※１．担保提供資産及び担保付債務 ※１．担保提供資産及び担保付債務 

担保に供している資産 担保に供している資産 担保に供している資産 

現金及び預金（定期預金） 

3百万円 

現金及び預金（定期預金） 

7百万円 

現金及び預金（定期預金） 

6百万円 

担保付債務 担保付債務 担保付債務 

買掛金         3百万円 買掛金        3百万円 買掛金        1百万円 

      

───────── ※２．中間連結会計期間末日満期手形 

    中間連結会計期間末日満期手形の会 

   計処理については、当中間連結会計期 

   間の末日が休日でしたが、満期日に決 

   済が行われたものとして処理しており 

   ます。 

    当中間連結会計期間末日満期手形の 

   金額は、次のとおりであります。 

     受取手形      88百万円 

─────────    



（中間連結損益計算書関係） 

（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

    当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

     １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

     ２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当中間期に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間期末後となるもの 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

 従業員給与手当 474百万円 

 福利厚生費 64百万円 

 貸倒引当金繰入額 17百万円 

 旅費交通費 61百万円 

 消耗品費 19百万円 

 地代家賃 82百万円 

 減価償却費 31百万円 

 従業員給与手当 823百万円 

 福利厚生費 115百万円 

 貸倒引当金繰入額 2百万円 

 旅費交通費 62百万円 

 消耗品費 32百万円 

 地代家賃 131百万円 

 減価償却費 46百万円 

 のれんの償却額 63百万円 

 従業員給与手当 1,001百万円 

 福利厚生費 132百万円 

 旅費交通費 132百万円 

 消耗品費 52百万円 

 地代家賃 169百万円 

 減価償却費 65百万円 

 ────────── ※２．固定資産売却益の内訳は次のとおりで

あります。 

 機械装置及び運搬具 0百万円 

  ────────── 

※３．固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 

 機械装置及び運搬具 0百万円 

 器具及び備品 0百万円 

 ソフトウェア 4百万円 

   計 5百万円 

※３．固定資産除却損の内訳は次のとおりで

あります。 

 建物及び構築物 0百万円 

 機械装置及び運搬具 0百万円 

 器具及び備品 0百万円 

   計 1百万円 

 ※３．固定資産除却損の内訳は次のとおり

であります。 

 建物及び構築物 0百万円 

 機械装置及び運搬具 0百万円 

 器具及び備品 1百万円 

 ソフトウェア 4百万円 

   計 6百万円 

 ────────── ※４．固定資産売却損の内訳は次のとおりで

あります。 

 機械装置及び運搬具 0百万円 

 ────────── 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式     

普通株式 110,730 － － 110,730 

合計 110,730 － － 110,730 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

 平成18年６月29日 

 定時株主総会 
普通株式  221 2,000 平成18年３月31日 平成18年６月29日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 
 配当の原資 

１株当たり配当

額（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年10月13日 

取締役会 
普通株式  332 利益剰余金  3,000 平成18年９月30日 平成18年12月７日 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

※現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

※現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関

係 

（平成17年９月30日現在） （平成18年９月30日現在） （平成18年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 1,634百万円

担保に供している定期預金 △3百万円

現金及び現金同等物 1,630百万円

現金及び預金勘定 2,748百万円

担保に供している定期預金 △7百万円

現金及び現金同等物 2,740百万円

現金及び預金勘定 2,162百万円

担保に供している定期預金 △6百万円

現金及び現金同等物 2,155百万円

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────────  リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

  

 (1)リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額 

  相当額及び中間期末残高相当額 

 

取得価額

相当額 

(百万円)

減価償却

累計額相

当額 

(百万円)

中間連結

期末残高

相当額 

(百万円)

器具及び備品 96 29 67

ソフトウェア 20 1 19

合計 117 30 87

──────── 

   

 (2)未経過リース料中間期末残高相当額 

  

 (3)支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息 

 相当額 

  

 (4)減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

  

 (5)利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっており

ます。 

１年内  23百万円

１年超 65百万円

 合計 89百万円

支払リース料 11百万円

減価償却費相当額 10百万円

支払利息相当額 1百万円

 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

 時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

 時価評価されていない主な有価証券の内容 

前連結会計年度末（平成18年３月31日） 

 時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成18年４月１日

至平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日現在）のいずれにおいても

当社及び連結子会社は、デリバティブ取引をまったく行っておりませんので、該当事項はありません。 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 105 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 127 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式 109 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 当社及び連結子会社は、パチンコホールを対象とする広告事業を行っており、当該事業以外に事業の種類が

ないため、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

１．事業区分の方法 

事業はサービスの種類を考慮して区分しております。  

２．各区分に属する主要なサービス  

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

 前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 当社グループは、主としてパチンコホールを対象とする広告事業を行っており、当該事業以外の事業の重要

性がないため、該当事項はありません。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成18年４月１

日 至平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日現在）のいずれにお

いても本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  
広告事業 

（百万円） 

中古遊技機売

買仲介事業 

（百万円） 

その他事業 

（百万円） 

計 

（百万円） 

消去又は全社 

（百万円） 

連結 

（百万円） 

   売上高       

 (1)外部顧客に対する売上高 8,766 566 － 9,332 － 9,332 

 (2)セグメント間の内部売上 

  高又は振替高 
－ － － － － － 

   計 8,766 566 － 9,332 － 9,332 

   営業費用 7,453 561 24 8,038 （193） 8,231 

   営業利益（営業損失） 1,313 5 (24) 1,294 （193） 1,101 

事業区分 主要なサービス 

 広告事業 パチンコホール向け広告の企画、制作 

 中古遊技機売買仲介事業 インターネットを利用した、中古パチンコ、パチスロ機の売買仲介 

 その他事業 パチンコホール向け不動産の賃貸、仲介 

  当中間連結会計期間（百万円） 主な内容 

消去又は全社の項目に含めた配賦 

不能営業費用の金額 
       193  親会社の本社費用であります。 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成18年４月１

日 至平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日現在）のいずれにお

いても海外売上高がないため、該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

１株当たり純資産額 27,715.57円

１株当たり中間純利益 3,795.99円

          同左 

１株当たり純資産額 34,492.17円

１株当たり中間純利益 5,102.10円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

１株当たり純資産額 31,390.08円

１株当たり当期純利益 9,470.50円

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり中間（当期）純利益金額       

中間（当期）純利益（百万円） 420 564 1,048 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益（百万円） 420 564 1,048 

期中平均株式数（株） 110,730 110,730 110,730 



（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

──────── ──────── （株式会社バリュー・クエストの子会社化） 

 平成18年６月８日開催の当社取締役会にお

いて、同社の事業がグループの事業領域拡大

によるクライアント向けトータルサービスの

実現に向けて大きく貢献するものと判断し、

同社株式の追加取得を決定し、実行いたしま

した。 

１．株式を取得する会社の名称 

  ㈱バリュー・クエスト 

２．事業内容 

  インターネットを利用したパチンコ機、 

 パチスロ機、遊技場設備機器の情報提供及 

 び売買仲介業務並びにそれに付随する業務 

３．資本金  203百万円 

４．売上高 1,203百万円（平成18年３月期） 

５．株式取得の時期 平成18年６月15日 

６．取得する株式の数 815株 

７．取得価額 489百万円 

８．取得後の持分比率 60.0％ 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

１．現金及び預金 ※２ 1,604 1,359 1,772   

２．受取手形 ※３ 197 380 293   

３．売掛金   1,512 2,042 1,703   

４．たな卸資産   14 8 10   

５．その他   81 81 83   

貸倒引当金   △10 △22 △21   

流動資産合計     3,399 67.9 3,850 61.5   3,840 66.6

Ⅱ 固定資産         

１.有形固定資産 ※１       

(1)建物   30 38 38   

(2)機械及び装置   5 2 3   

(3)車両   65 64 58   

(4)器具及び備品   188 141 162   

有形固定資産合計   290 247 261   

２.無形固定資産         

 ソフトウェア   58 63 63   

無形固定資産合計   58 63 63   

３.投資その他の資産         

(1)投資有価証券   105 127 109   

(2)関係会社株式   460 1,299 810   

(3)関係会社長期貸付金   50 － －   

(4)長期性預金   500 500 500   

(5)差入敷金・保証金   122 155 152   

(6)その他   53 27 35   

貸倒引当金   △32 △5 △7   

投資その他の資産合計   1,259 2,104 1,601   

固定資産合計     1,608 32.1 2,414 38.5   1,926 33.4

資産合計     5,008 100.0 6,265 100.0   5,767 100.0 

         

 



    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

１．買掛金 ※２ 1,303 1,217 1,466   

２．短期借入金   － 360 －   

３．未払金   74 62 124   

４．未払法人税等   365 474 543   

５．その他 ※４ 94 222 138   

流動負債合計     1,838 36.7 2,336 37.3   2,271 39.4

負債合計     1,838 36.7 2,336 37.3   2,271 39.4

          

（資本の部）         

Ⅰ 資本金     751 15.0 － －   751 13.0

Ⅱ 資本剰余金         

資本準備金   1,063 － 1,063   

資本剰余金合計     1,063 21.2 － －   1,063 18.4

Ⅲ 利益剰余金         

中間（当期）未処分利益   1,355 － 1,681   

利益剰余金合計     1,355 27.1 － －   1,681 29.2

資本合計     3,169 63.3 － －   3,495 60.6

負債資本合計     5,008 100.0 － －   5,767 100.0 

          

（純資産の部）         

Ⅰ 株主資本         

１．資本金     － － 751 12.0   － －

２．資本剰余金         

資本準備金   － 1,063 －   

資本剰余金合計     － － 1,063 17.0   － －

３．利益剰余金         

繰越利益剰余金   － 2,113 －   

利益剰余金合計     － － 2,113 33.7   － －

  株主資本合計     － － 3,928 62.7   － －

純資産合計     － － 3,928 62.7   － －

負債純資産合計     － － 6,265 100.0   － －

          



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     6,811 100.0 8,766 100.0   14,801 100.0 

Ⅱ 売上原価     4,971 73.0 6,450 73.6   10,846 73.3

売上総利益     1,839 27.0 2,316 26.4   3,954 26.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費     992 14.6 1,195 13.6   2,061 13.9

営業利益     846 12.4 1,120 12.8   1,893 12.8

Ⅳ 営業外収益 ※１   4 0.1 3 0.0   7 0.1

Ⅴ 営業外費用 ※２   3 0.1 2 0.0   3 0.0

経常利益     847 12.4 1,121 12.8   1,897 12.8

Ⅵ 特別利益     － － 2 0.0   － －

Ⅶ 特別損失  ※３   5 0.1 1 0.0   37 0.2

税引前中間（当期）
純利益 

    842 12.4 1,122 12.8   1,859 12.6

法人税、住民税及び
事業税 

  348  455 774   

法人税等調整額   1 350 5.1 12 468 5.3 △23 751 5.1

中間（当期）純利益     491 7.2 654 7.5   1,108 7.5

前期繰越利益     863 －   863 

中間配当金     － －   221 

抱合株式消却損     － －   69 

中間（当期）未処分
利益 

    1,355 －   1,681 

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

     当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

  

 株主資本 

純資産 

合計 資本金 

 資本剰余金 利益剰余金  
株主資本 

合計 資本準備金 
資本剰余金

合計 

その他利益剰余金 利益剰余金

合計 繰越利益剰余金 

平成18年３月31日 残高 

      （百万円） 
751 1,063 1,063 1,681 1,681 3,495 3,495 

中間会計期間中の変動額         

  剰余金の配当     △221 △221 △221 △221 

  中間純利益     654 654 654 654 

中間会計期間中の変動額

合計    （百万円） 
      432 432 432 432 

平成18年９月30日 残高 

      （百万円） 
751 1,063 1,063 2,113 2,113 3,928 3,928 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1)子会社株式 

 移動平均法による原価法 

(2)その他有価証券 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

(1)子会社株式 

      同左 

(2)その他有価証券 

 時価のないもの 

     同左 

(1)子会社株式 

同左 

(2)その他有価証券 

 時価のないもの 

     同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

仕掛品 

個別法による原価法 

仕掛品 

同左 

仕掛品 

同左 

 材 料 

最終仕入原価法 

材 料 

同左 

材 料 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1)有形固定資産 

  定率法 

  耐用年数は以下のとおりであ

  ります。 

  車 両      ２～６年 

器具及び備品   ４～20年 

(1)有形固定資産 

       同左 

(1)有形固定資産 

同左 

 (2)無形固定資産 

  自社利用ソフトウェアについ

ては社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法 

(2)無形固定資産 

同左 

(2)無形固定資産 

同左 

４．引当金の計上基準 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒

実績率により、また貸倒懸念債権

等特定の債権については、個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

貸倒引当金 

同左 

貸倒引当金 

同左 

５．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、固定資産の減損に係る

会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計審議会平

成14年８月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号平成15年10月31日）を適用して

おります。これによる損益に与える影響はあ

りません。 

 ────────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度より、固定資産の減損に係る会計

基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設

定に関する意見書」（企業会計審議会平成14

年８月９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第６号平成15年10月31日）を適用しており

ます。これによる損益に与える影響はありま

せん。 

────────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

当中間会計期間より、「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平

成17年12月９日）を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は、

3,928百万円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、中間財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

 ──────────  

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

222百万円 292百万円 262百万円 

※２ 担保提供資産及び担保付債務 ※２ 担保提供資産及び担保付債務 ※２ 担保提供資産及び担保付債務 

  主として放送広告代理店契約の取引保証

として次の資産を担保に供しております。 

担保付債務は、次のとおりであります。 

現金及び預金（定期預金） 3百万円

買掛金 3百万円

担保に供している資産 

担保付債務 

現金及び預金（定期預金） 7百万円

買掛金 3百万円

担保に供している資産 

担保付債務 

現金及び預金（定期預金） 6百万円

買掛金 1百万円

──────── ※３ 中間期末日満期手形 

 中間期末日満期手形の会計処理について

は、当中間会計期間の末日は休日でした

が、満期日に決済が行われたものとして処

理しております。当中間期末日満期手形の

金額は、次のとおりであります。 

   受取手形         88百万円 

────────  

※４ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等と仮受消費税等は、相殺のう

え、金額的重要性が乏しいため、流動負債の

「その他」に含めて表示しております。 

※４ 消費税等の取扱い 

同左 

──────── 



（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）、当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成

18年９月30日）及び前事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日現在）のいずれにおいてもリース取引

関係の該当事項はありません。 

（有価証券関係） 

前中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）、当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成

18年９月30日）及び前事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日現在）のいずれにおいても子会社株式

及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 2百万円

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 2百万円

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 5百万円

──────── ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 0百万円

──────── 

──────── ──────── ※３ 特別損失のうち主要なもの 

投資有価証券評価損 30百万円

 ４ 減価償却実施額  ４ 減価償却実施額  ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 52百万円

無形固定資産 11百万円

有形固定資産 45百万円

無形固定資産 13百万円

有形固定資産 109百万円

無形固定資産 22百万円

  前事業年度末株式数 
当中間会計期間増加 

株式数 

当中間会計期間減少 

株式数 

当中間会計期間末 

株式数 

 普通株式 （株） 110,730 － － 110,730 

 合計 110,730 － － 110,730 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

１株当たり純資産額 28,626.04円

１株当たり中間純利益金額 4,442.36円

同左 

１株当たり純資産額 35,477.65円

１株当たり中間純利益金額 5,906.59円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

１株当たり純資産額 31,571.06円

１株当たり当期純利益金額 10,011.48円

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

１株当たり中間（当期）純利益金額       

中間（当期）純利益（百万円） 491 654 1,108 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益（百万円） 491 654 1,108 

期中平均株式数（株） 110,730 110,730 110,730 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日） 

＿＿＿＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿ （株式会社バリュー・クエストの子会社化） 

 平成18年６月８日開催の当社取締役会におい

て、同社の事業がグループの事業領域拡大によ

るクライアント向けトータルサービスの実現に

向けて大きく貢献するものと判断し、同社株式

の追加取得を決定し、実行いたしました。 

１．株式を取得する会社の名称 

   ㈱バリュー・クエスト 

２．事業内容 

   インターネットを利用したパチンコ機、

  パチスロ機、遊技場設備機器の情報提供及

  び売買仲介業務並びにそれに付随する業務

３．資本金  203百万円 

４．売上高 1,203百万円（平成18年３月期） 

５．株式取得の時期 平成18年６月15日 

６．取得する株式の数 815株 

７．取得価額 489百万円 

８．取得後の持分比率 60.0％ 



(2）【その他】 

平成18年10月13日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

（イ）中間配当による配当金の総額………………………332百万円 

（ロ）１株当たりの金額……………………………………3,000円00銭 

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日……………平成18年12月７日 

  （注）平成18年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第11期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月30日関東財務局長に提出。 

 (2)臨時報告書 

平成18年６月８日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号に基づく臨時報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１１月３０日

ゲンダイエージェンシー株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているゲンダイエージェン

シー株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９

月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結

キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、ゲンダイエージェンシー株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計

期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 仲 井 一 彦  

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 矢 野 浩 一 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１１月３０日

ゲンダイエージェンシー株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているゲンダイエージェン

シー株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平

成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変

動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、ゲンダイエージェンシー株式会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表

示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 仲 井 一 彦 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 矢 野 浩 一 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１１月３０日

ゲンダイエージェンシー株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているゲンダイエージェン

シー株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第11期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月

30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、ゲンダ

イエージェンシー株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日から平成

17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 仲 井 一 彦  

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 矢 野 浩 一 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１１月３０日

ゲンダイエージェンシー株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているゲンダイエージェン

シー株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第１２期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平

成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書につい

て中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、ゲンダ

イエージェンシー株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１日か

ら平成１８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 仲 井 一 彦 

     

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 矢 野 浩 一 
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